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１ はじめに 

 

令和３年度一般会計補正予算及び水道事業会計補正予算のご審

議をお願いするにあたり、町政運営の方針と施策の大綱を申し述

べ、議員のみなさまはもとより、住民のみなさまのご理解とご協

力を賜わりたいと存じます。  

 

私は、去る４月１８日執行の町議会議員・町長の同日選挙で、

島本町長として２期目の重責を担わせていただくことになりまし

た。  

行政経験のなかった私は、１期目から徹底して住民のみなさま

や職員、現場の声を聞きながら、公正中立を旨として、「小さな町

の豊かな暮らし」の実現をめざし、全力で邁進してまいりました。  

特に、第三小学校の耐震化や保育所の待機児童問題には、喫緊

の課題として最優先で取り組んだほか、庁舎の耐震化につきまし

ても、議会でのご意見やご指摘を踏まえ、町財政との整合を図る

べく検討を重ねた結果、新庁舎建設の方針をお示しさせていただ

くことができました。  

昨年からは、新型コロナウイルス感染症の脅威にさらされ、住

民のみなさまの暮らしに多くの影響が出ております。国や大阪府

と連携し、必要な支援に取り組んでおりますが、医療の最前線で

日々全力を尽くされている医療従事者のみなさまには心より感謝

を申し上げます。  

私は、就任当初から住民と行政が互いに顔の見えるこの小さな

自治体の良さを生かし、情報共有や意見交換などを行いながら、

協働のまちづくりを推進し、「小さくても魅力あるまちづくり」を

進めることが大切であると、一貫して申し上げてまいりました。  

住民のみなさまの負託に応えるべく、住民福祉の維持・向上と

本町のさらなる発展に向け、議員のみなさまと議論を重ねながら、

職員と一丸となり、着実に町政を推進してまいります。  

 

特に、令和３年度において、重点的に取り組んでまいりたい施

策について５点申し述べます。  

１点目といたしまして、変異株の影響などもあり猛威を振るう
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新型コロナウイルス感染症への対策として、一人でも多くの方へ、

迅速かつ安全にワクチン接種を受けていただけるよう、全庁を挙

げて取り組んでまいります。また、各公共施設での感染防止対策

はもちろんのこと、社会経済への影響を鑑み、中小企業等緊急支

援金などの事業者支援を引き続き実施してまいります。  

２点目といたしまして、私は一貫して「まちづくりは人づくり」

そして、「理想的なまちづくりの循環のスタートは子どもから」と

申し上げてまいりました。２期目を迎え、これまで以上に人を育

てる教育施策の充実に力を注いでまいりたいと考えております。

子どもたちがこれからの社会で豊かに生き抜くために、誰もが可

能性を最大限活かすことができる環境を整えるとともに、幼児教

育から子どもたちが主体的に考え、学ぶ力や人を尊重する気持ち、

多様な考えを持つ人と対話し、合意形成を図る力等、これからの

社会を生きるために必要な「資質・能力」の育成に取り組んでま

いります。  

３点目といたしまして、長年の課題でありました役場庁舎の耐

震化につきまして、これまで検討に時間を要しておりましたが、

令和２年度に、建替えに向けた設計等業務に係る契約を締結し、

新庁舎建設事業に着手いたしました。役場庁舎は、本町の災害対

策に係る拠点施設であり、また、多額の経費を要する事業でもご

ざいますので、職員の英知を結集させ、事業をやり遂げてまいり

たいと考えております。  

４点目といたしまして、デジタル化の推進をこれまで以上に進

めてまいります。業務のデジタル化やデジタル化に対応できる人

材の育成を進めるとともに、新しい生活様式に沿ったオンライン

申請の更なる拡充など、住民のみなさまの利便性の向上に取り組

んでまいります。  

５点目といたしまして、本町は自然環境に恵まれつつも利便性

の高い住宅地として、良好な住環境を形成しておりますが、将来

にわたって「住みたいまち」として選ばれるためには、これまで

以上に島本らしい個性や魅力を形成していくことが重要でござい

ます。「景観」は「まちの付加価値」を高める有用な要素でありま

すことから、景観行政団体への移行をめざし積極的に取り組んで

まいります。  
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この他にも多くの諸課題がございますが、本年度私が特に注力

してまいりたい重点施策について、述べさせていただきました。  

続きまして、主要施策につきまして、総合計画に掲げる「７つ

のまちづくりの基本方針」に沿って順次申し述べます。  

 

２ 令和３年度主要施策 

 

（１）思いやりとふれあいのまちづくり  

 

はじめに、「思いやりとふれあいのまちづくり｣についてでござ

います。  

 

基本的人権は、侵すことのできない永久の権利です。「島本町

人権擁護に関する基本条例 ｣に基づき、人権三法など関係法 の趣

旨を踏まえ、関係団体とも連携し、コロナ禍における啓発のあり

方を模索しながら、動画配信など多様な手法を用いてすべての人

の人権が尊重される差別のない社会の実現に向け、取組を進めて

まいります。また、「核兵器廃絶・平和都市宣言」の趣旨のもと、

平和意識の普及・高揚に努めてまいります。  

 

男女共同参画については、性別にかかわりなく一人ひとりの個

性を尊重し、個人の能力を十分発揮できる社会の実現に向け、取

組を進めてまいります。また、「しまもとスマイルプラン～第２期

男女共同参画社会をめざす計画～」が終期を迎えることから後継

計画の策定に向けて取り組んでまいります。  

 

人権文化センターは、ここ数年間で、バリアフリー化などの施

設改善に取り組んできました。適正な管理運営のための使用料改

定も含めて、今後とも人権啓発及び交流等の拠点施設として、よ

り多くの住民のみなさまに親しみ愛され快適にご利用いただける

よう努めてまいります。  

 

多様な主体の参画による、連携・協働のまちづくりを推進する

ため、新型コロナウイルス感染症の状況を十分に注視しながら、



4 

タウンミーティングやワークショップ、町長席を実施するととも

に、行政情報の公開・発信の強化に努めてまいります。  

 

本町の施策・事業等の情報を幅広い年代に発信するとともに、

簡易にアンケート調査等を行うことができるツールとして、「Ｌ

ＩＮＥ」公式アカウントを積極的に活用します。また、新型コロ

ナウイルス感染症の影響を鑑み、非対面型でのイベントや講座を

実施するため、動画配信等の拡充に努めてまいります。  

 

（２）自然と調和した快適なまちづくり  

 

次に、「自然と調和した快適なまちづくり」についてでございま

す。  

 

地球温暖化対策のため、再生可能エネルギーの普及促進や省エ

ネルギー化に向けた取組を進めてまいります。  

 

「環境基本計画」に基づき、４Ｒ（リフューズ、リデュース、

リユース、リサイクル）のさらなる推進に努めるとともに、「し

まもとプラスチックスマート宣言」を踏まえ、マイボトルの持参

を促進することによるペットボトル使用量の削減のため、ふれあ

いセンターに給水機を設置いたします。  

 

清掃工場については、令和２年度から実施している改修工事を

引き続き実施してまいります。また、設備・機器状況や処理機能

の状況を把握するため、３年ごとに実施している精密機能検査を

実施するとともに、焼却炉の１炉運転の可能性を含めた、より効

率的な運営方法を検証し、施設の適正な管理運営に努めてまいり

ます。  

 

ＪＲ島本駅西地区のまちづくりについては、事業への支援を引

き続き行うとともに、景観形成や緑化の推進等について、ＪＲ島

本駅西地区まちづくりガイドラインを策定し、駅前地区にふさわ

しい都市機能と環境を備えたまちづくりを進めてまいります。  
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令和３年に目標年次を迎える「都市計画マスタープラン」につ

いては、住民のみなさまのご意見を伺いながら、引き続き計画の

見直し事務を進めてまいります。  

 

景観施策については、景観行政団体への移行をめざし、「景観計

画」の策定に向けた取組を進めてまいります。  

 

緑地公園住宅外壁等改修については、ライフサイクルコストの

縮減を図るため、長寿命化計画に従い、次年度の事業実施に向け、

設計業務に取り組んでまいります。  

 

橋梁の長寿命化については、定期点検を行うとともに、今後１

０年間における修繕計画の更新を行ってまいります。  

 

歩行者や自転車利用者に配慮した道路整備として、百山踏切か

ら樋ノ尻高架橋アンダーパスまでの区間における歩行者自転車専

用道路の新設工事を行ってまいります。  

 

公園を安全に、かつ、多くの方に利用していただける空間とす

るため、次年度に予定している長寿命化計画の策定に向け、手続

きを進めてまいります。また、コロナ禍における運動不足、基礎

体力の向上に向け、利用度の高い老朽化した一部の複合遊具の更

新を先行して行います。  

 

新型コロナウイルス感染予防やバリアフリー化を進めるため、

阪急水無瀬駅やＪＲ島本駅前、各都市公園等の公衆トイレについ

て、現在の和式タイプの半数を抗菌仕様となる洋式タイプへ取り

替えることや自動感知センサー式の手洗い場に改良いたします。  

 

本年度は、「水道事業財政計画」の最終年度でありますことから、

昨年度策定した「島本町水道事業ビジョン」における経営戦略に

基づき、次期計画を策定し、効率的な事業運営に努めてまいりま

す。また、審議会の設置に向け事務を進めてまいります。  

 

さく井については、引き続き揚水試験を行い、必要に応じて改
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修工事を実施するとともに、自己水源である地下水の保全に努め、

大阪広域水道企業団から年間配水量の約１割の高度浄水処理水を

受水し、複数水源の確保に努めてまいります。  

 

施設整備については、昨年度に策定した「島本町水道事業ビジ

ョン」における投資計画に基づき、老朽配水管の更新及び耐震化

に取り組んでまいります。  

 

お客さまサービスの向上を図るため、水道料金及び下水道使用

料のクレジット決済について、令和４年４月からの導入に向け事

務を進めてまいります。  

 

下水道事業については、水道事業と同様に、本年度は、「公共下

水道事業財政健全化計画」の最終年度であることから、昨年度策

定した「島本町下水道事業経営戦略」に基づき、次期計画を策定

し、効率的な事業運営に努めてまいります。  

 

下水道整備のうち汚水整備については、引き続き、高浜地区及

び桜井地区における供用開始区域の拡大に努めてまいります。  

 

雨水整備については、山崎地区の浸水対策として、引き続き、

山崎雨水幹線の整備に取り組んでまいります。また、淀川右岸流

域下水道高槻島本雨水幹線との接続が完了したことに伴い、内水

ハザードマップの更新を行ってまいります。  

 

山崎ポンプ場については、昨年度改訂した「下水道ストックマ

ネジメント計画」に基づき機械設備の更新及び照明機器の LED 化

に取り組んでまいります。  

なお、機械設備の更新については、日本下水道事業団に工事委

託する予定としております。  

 

昨年度に引き続き、上下水道部庁舎及び歴史文化資料館におい

てマンホールカードの配布を行い、下水道事業の啓発に努めてま

いります。  
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（３）安全・安心なまちづくり  

 

次に、「安全・安心なまちづくり」についてでございます。  

 

大規模な地震災害時に行政組織が被災することを想定して、予

め対応を定める業務継続計画（ＢＣＰ）について、中規模災害に

対応できるよう改訂を行ってまいります。  

 

住民のみなさまの防災意識の向上のため、自治会、自主防災会

等との連携のもと、出張講座の開催や訓練への参加を通して、各

地域で防災力を高める取組を進めてまいります。また、災害対策

にあたる幹部職員などに最新かつ広範な知識の取得と多様な視野

を備えるべく、防災士の資格取得を進めてまいります。  

 

新型コロナウイルス感染症対策を踏まえた消防業務体制の確保

に万全を期してまいります。  

 

消防行政に係る広域連携の一層の推進を図るべく、高槻市と通

信指令システムの共同整備や指令業務の共同運用の可能性につい

て、検討を行ってまいります。  

 

高齢化の進展に伴い、救急出動件数が増加傾向にあることから、

救急車の適正利用とともに、応急手当の普及啓発に努めてまいり

ます。また、救急救命士を気管挿管などの各種研修に継続して派

遣し、救急隊員の資質及び救命効果の向上に努め、住民のみなさ

まの救急要請に的確に対応してまいります｡ 

 

消防施設では、消防団詰所の整備に向けた取組、消防分団小型

動力ポンプ積載車の更新を行い各種災害への対応力の向上に努め

てまいります。また、継続して住宅用火災警報器設置の啓発活動

を行い、火災をはじめとする各種災害による被害の抑制・軽減に

努め、安全で安心なまちづくりを推進してまいります。  

 

高槻警察署をはじめ、防犯委員会、防犯協議会等の関係機関と

の連携をより一層深め、近年増加傾向にある侵入盗や特殊詐欺被
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害等の犯罪防止に努めてまいります。また、引き続き、自主的に

街頭防犯カメラを設置する自治会への補助を行い、地域における

防犯活動を支援してまいります。  

 

（４）支え合い、生涯元気に暮らすまちづくり  

 

次に、「支え合い、生涯元気に暮らすまちづくり」についてでご

ざいます。  

 

新型コロナワクチン接種推進チームを中心に、医師会・薬剤師

会等の関係機関と連携し、新型コロナワクチンの接種を迅速かつ

安全に実施してまいります。また、医療提供体制の維持継続や、

ワクチン接種をはじめとする感染防止対策の推進を図ることを目

的として、町内の医療機関・薬局に対し、給付金を支給します。  

 

健康づくりを推進するため、引き続き、特定健診・がん検診の

受診率の向上に努め、健康寿命の延伸に向けた取組を進めてまい

ります。  

 

風しんの感染拡大を防止するため、引き続き、昭和３７年４月

２日から昭和５４年４月１日生まれの男性に対し、風しんの抗体

検査や定期の予防接種を実施してまいります。  

 

移転整備の取組が進められている三島救命救急センター、高槻

島本夜間休日応急診療所については、二次医療圏での救急医療体

制の確保を図るため、引き続き関係自治体と連携し、支援等の調

整を行ってまいります。  

 

国民健康保険については、持続可能な国民健康保険制度の構築

をめざす「大阪府国民健康保険運営方針」を踏まえた事務及び保

健事業の実施に努めてまいります。  

 

後期高齢者医療については、高齢者が安心して医療を受けられ

るよう、引き続き大阪府後期高齢者医療広域連合と連携し、円滑

な事業運営に努めてまいります。  
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「第４期地域福祉計画」及び「第１期自殺対策計画」に基づき、

子どもから高齢者まで誰もが安心していきいきと生活できる地域

づくりを進めてまいります。  

 

生活保護事業及び生活困窮者自立支援制度を適切に運用し、社

会福祉協議会などの関係機関と連携しながら、経済的に困窮する

方などの生活の安定や自立に向けた支援に取り組んでまいります。 

 

本年１０月から、すぐに一般就労することが難しい人を対象に

「就労準備支援事業」を開始し、コミュニケーション能力の習得

や就労体験など、就労に向けた準備と基礎能力形成を図るための

支援を行ってまいります。  

 

低所得の子育て世帯を対象とした国のコロナ対策「子育て世帯

生活支援特別給付金」について、迅速かつ円滑な給付に努めてま

いります。  

 

「第８期保健福祉計画及び介護保険事業計画」に基づき、高齢

者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができるま

ちづくりを進めてまいります。  

 

地域包括ケアシステムの構築及び発展のために、介護予防とし

てのいきいき百歳体操の推進、認知症への対応や在宅医療と介護

の連携など、必要な施策の実施や仕組みづくりに引き続き取り組

んでまいります。  

 

「第６期障害福祉計画（第２期障害児福祉計画）」に基づき、障

害者が自立し、地域の一員として安心して暮らすことができるま

ちづくりを進めてまいります。   

 

町立図書館では、引き続き不用図書の販売、雑誌スポンサー制

度の導入及び雑誌等への広告掲載などによる新たな歳入確保策や

歳出削減の検討を進めてまいります。  

 

町立体育館については、耐震診断の結果、耐震補強が必要であ
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ることなどの課題を抱えていることから、町財政を踏まえた上で、

今後の在り方について、一定の方針を示す必要があります。今後

の整備手法や受益者負担の考え方等、方針策定のための必要な調

査検討を進めてまいります。  

 

スポーツ教室の開催やニュースポーツの更なる普及に努め、ラ

イフステージに応じたスポーツ活動を推進してまいります。  

 

住民のみなさまの生涯学習の機会確保のため、住民ニーズを踏

まえて各種教室の刷新を図ってまいります。また、住民のみなさ

まが主体的に活動されている生涯学習関係団体の取組について、

多くの方に利用いただけるよう積極的な情報発信に努めてまいり

ます。  

 

（５）子どもたちを健やかに育むまちづくり  

 

次に、「子どもたちを健やかに育むまちづくり｣についてでござ

います。  

 

昨年１０月に開設した「子育て世代包括支援センター」につい

て、リーフレットを配布するなど周知に努め、関係機関との連携

のもと、引き続き、妊産婦や子育て世帯への切れ目のない支援に

取り組んでまいります。また、産後に心身の不調や育児不安等が

ある産婦・乳児に対し相談支援等を行う「産後ケア事業」を本年

１０月から開始してまいります。  

 

「第４期ひとり親家庭等自立促進計画」に基づき、ひとり親家

庭が安定した生活を営みながら、安心して子どもを育てることが

できる社会づくりを進めてまいります。  

 

「第二期子ども・子育て支援事業計画」に基づき、子ども・子

育て支援に関する施策を総合的かつ計画的に進めてまいります。  

 

「保育基盤整備加速化方針」に基づき、引き続き、就学前児童

の待機児童対策のため、第四保育所跡地における民間幼保連携型
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認定こども園の整備を進めるとともに、当園に併設を予定してい

る病児・病後児保育施設の整備についても進めてまいります。  

 

本年４月に待機児童は解消できたものの、現在も多くの園では

認可定員を上回る受入れを行っています。保育環境の更なる向上

のため、待機児童が発生しない状況の維持と長年にわたって課題

となっていた認可定員を超えた受入れの解消をめざしてまいりま

す。  

 

保育の質の底上げを図るため、町内の保育所等における情報交

換や課題共有など、公立と民間の垣根を超えた連携強化に取り組

んでまいります。  

 

第一幼稚園の利用ニーズ低減の実態を把握するため、町内の私

立幼稚園に入園された児童の保護者に対するアンケート調査を実

施してまいります。  

 

旧町立キャンプ場については、施設の老朽化や周辺の荒廃も進

んでいることから、施設の早期撤去を進めてまいります。  

 

小・中学校における学校給食費の徴収・管理に係る教職員の業

務負担を軽減するとともに、債権管理等の適正化に資するため、

学校給食費の公会計化に取り組んでまいります。  

 

小・中学校における通知表、成績一覧表等の作成に係る教員の

業務負担を軽減し、教育の質的向上を図るため、統合型校務支援

システムを導入してまいります。  

 

現在策定中の「学校施設等長寿命化計画」に基づき、中・長期

的な視点に立った、計画的かつ効率的な学校施設等の維持管理に

努めてまいります。  

 

各教室の暑さ対策として、昨年、普通教室の空調設備の修繕・

清掃等を行い、大変効果があったことから、本年度は、全校の特

別教室について同様の整備作業を行ってまいります。  
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学校体育館の夏の暑さ対策として、近隣他市の取組を参考に、

限られた予算の中での効果的な手法を検討してまいります。  

 

これまでの教育実践とＩＣＴ（情報通信技術）の活用を推進し、

学習活動の一層の充実を図ることで、児童生徒一人ひとりの特性

や学習進度等に応じた「個別最適な学び」と学級やグループの中

での「協働的な学び」を実現させ、子どもたちの資質・能力の育

成に努めてまいります。  

 

ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーク・サービス）やネットワー

ク上のルールやマナーなどの情報モラル教育や情報手段の適切な

活用を通じて、情報活用能力の育成を図ってまいります。  

 

保育所等・幼稚園と小学校との円滑な接続に向け、幼児期の教

育・保育を通して育まれた資質・能力を踏まえて、児童が主体的

に学びに向かうことが可能となるよう、幼児教育・保育の「遊び

や生活を通した学び」と小学校教育の「主体的に自己を表現する

学び」をつなぐ「みづまろキッズプラン」の策定に３か年かけて

取り組んでまいります。  

 

英語教育については、多様な背景を持つ人々とのコミュニケー

ション能力、互いを理解し合う力、創造的な思考力の育成をめざ

し、引き続き、文部科学省の教育課程特例校としての取組を活か

した外国語指導助手による英語活動を実施してまいります。  

 

０歳から成人まで切れ目のない相談体制を、関係部局が連携し

て推進するとともに、全ての児童・生徒が安心して学べる学校・

教室にしていくために、特別支援教育の視点を取り入れた教育活

動を充実させてまいります。  

 

学校の経営方針や学校教育自己診断等を保護者や地域に発信す

るとともに、地域と学校が連携・協働することによる地域に開か

れた学校づくりをめざしてまいります。  

 

学校安全管理体制の充実をはじめ、保護者や安全ボランティア、
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「こども１１０番の家」運動の登録者等の協力を得ながら、子ど

もの安全確保に努めてまいります。  

 

（６）魅力と活力、にぎわいのあるまちづくり  

 

次に、「魅力と活力、にぎわいのあるまちづくり｣についてです。 

 

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた融資借入等の要件を

満たす事業者に対して、国の交付金を活用し、中小企業等緊急支

援金（第２期）を実施してまいります。  

 

新規就農希望者と農地所有者とのマッチングやファミリー農園

の斡旋など、都市農業の振興に努めてまいります。  

 

大阪府や企業、森林ボランティアとの連携により、森林の保全

整備を継続的に推進してまいります。また、境界混迷により整備

に支障が生じている山崎地区及び旧町立キャンプ場など山間部で

の境界確定業務を進めてまいります。  

 

町立歴史文化資料館において、ＪＲ島本駅西土地区画整理事業

区域から発見された尾山遺跡についての速報展など、様々な企画

展を開催し、歴史文化拠点としての発信に努めてまいります。  

 

また、町立歴史文化資料館を歴史資料の展示発信の場としてだ

けではなく、屋内外を住民交流の場やにぎわい発信の拠点として

活用してまいります。  

 

共通の文化的資源を活用しながら、近隣自治体との連携による

観光施策を推進してまいります。  

 

商工関係者等との意見交換の場を通じ、駅前のにぎわいづくり

や本町の魅力向上に取り組んでいくとともに、離宮の水ブランド

の再構築や観光、創業支援等の具体的施策を充実させるため、専

門家を活用した「地域再生マネージャー事業」を引き続き実施し

てまいります。  
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（７）持続可能なまちづくり  

 

最後に、「持続可能なまちづくり」についてでございます。  

 

「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づき、本町が

本来持っている魅力を最大限に生かし関係人口の増加を図るなど、

地方創生の取組を推進してまいります。また、昨年度策定しまし

た「地域再生計画」に基づき、地方創生応援税制（企業版ふるさ

と納税）を活用した取組を進めてまいります。  

 

持続可能な行政運営を行っていくため、「第六次行財政改革プラ

ン」に基づき、積極的に歳入の確保や事務事業の見直し・効率化

に取り組んでまいります。また、公共施設の適正管理を推進する

ため、「公共施設総合管理計画」の中間見直しを実施するとともに、

庁舎などの個別施設計画の策定に取り組んでまいります。  

 

役場庁舎については、「新庁舎建設基本計画」及び「新庁舎建設

の検討について」に基づき、新庁舎建設のための設計業務等を進

め、令和５年度当初の工事着手をめざしてまいります。  

 

ふれあいセンターについては、令和４年度から予定している空

調機更新等工事に向け、安全確保を前提とした上で、施設の利用

制限が最小限となるよう事務を進めるとともに、新型コロナウイ

ルス感染症対策の観点から、インターネットによる施設仮予約受

付の導入を検討してまいります。  

また、２階高齢者福祉センターについては、介護予防や高齢者

の学習、交流スペース等の充実を図るため、老朽化している浴室

を改修し、多目的の交流スペース等への転換を検討してまいりま

す。  

 

利便性の高い行政サービスを提供するため、行政手続きに係る

押印の廃止および電子申請の拡大に努めるとともに、行政のデジ

タル化の基盤となるマイナンバーカードの更なる普及促進に努め

てまいります。  



15 

本年３月から開始した各種証明書発行等の「オンライン手続サ

ービス」について、さらなる周知を図り、利用の促進を図ってい

くとともに、夜間・休日に証明書を受け取る「予約受取サービス」

についても、新たに「印鑑登録証明書」について対応できるよう、

検討を進めてまいります。  

 

新型コロナウイルス感染拡大防止及び働き方改革の観点から、

長時間労働への対応のほか、時差出勤やテレワーク（在宅勤務）

の促進等、柔軟な働き方が可能な職場環境づくりを推進してまい

ります。また、行政課題や社会経済情勢の変化に対応した機能的

な組織体制の構築をめざし、組織・機構の見直しを検討してまい

ります。  

 

本町の財政運営については、新型コロナウイルス感染症の収束

が不透明な中、厳しい社会経済情勢が続くことから、個人所得な

どの減少が見込まれ、町税の減収につながっていくことが懸念さ

れております。一方、歳出においては、保育、医療や介護をはじ

めとする社会保障関連経費の増加や老朽化した公共施設への対応

により、今後大きな財政支出が控えていることなどから、本町を

取り巻く財政状況は依然として厳しい状況にあります。  

このため、特定財源をはじめとする歳入の確保とともに行財政

改革などによる歳出削減にも努め、各種施策を着実に推進できる

よう適正な財政運営に努めてまいります。  

 

以上、町政運営の方針と施策の大綱を申し述べましたが、必要

な予算として、  

 

一般会計補正予算（第２号）    ２億８，７６１万４千円  

水道事業会計補正予算（第１号）  ２億    １３１万円    

合  計              ４億８，８９２万４千円  

 

を増額し、補正後の予算現額は、  
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一般会計           １２８億７，８１９万１千円  

各特別会計           ６８億４，０１０万６千円  

水道事業会計           ８億２，１０１万円  

下水道事業会計         １８億７，６３０万円              

合  計            ２２４億１，５６０万７千円  

 

でございます。  

 

３ むすび 

 

最後に、今後の町政運営にあたりましては、住民のみなさまの

目線で真に必要な施策の選択とともに、効率的かつ効果的な行財

政運営、また、広域連携の取組などを積極的に推進してまいりま

す。  

 

また、安定的な財源の確保とともに、本町のような小規模自治

体の良さを生かしたまちづくりを積極的に展開してまいります。  

 

このため、全てのみなさまの英知を結集して、本町のさらなる

発展をめざした取組を推進するとともに、不断に改善・改革に努

め 、 安 定 した 住 民サ ー ビ ス の提 供 に繋 げ て ま いる 所 存 で あ り ま

す。  

 

議員のみなさまはもとより住民のみなさまにはさらなるご指導

とご鞭撻を賜わりますようお願い申し上げ、私の施政方針とさせ

ていただきます。  


